
、構造改革の通信簿
進むBtoBンフト、モデルは三菱電機  6月 1日号

最近のバックナンパーをご紹介します

ゆ

電機各卒土

ツ

プ
ロ
注
目
の
鋸
柄

カ

●名ЦttIJが併存する世界

〉来年度にも上場←高配当株へは遭険しく
〉NTTの工の舞いは レ金融2社の扱い焦点

1万5000円台を回復した日本株。
,米国株も最高値日で堅開だ。
IT方で低位にとどまる先進国金利。
!先
行き期待と成長鈍化を同時に
1示唆する世界のマネーを追つた。

StockPrice

Intcrest fatc

欧州金融緩和 今後のシナリオ
リク′レート1)と円上場の波及効果

←

日経ヴエリタスを継続して読む、フアイナンシヤリレプランナーのための
教育講座は、日本FP協会の単位取得対象です。この講座では日経
ヴェリタスを半年間購読して投資・金融情報を学び、書籍で知識を維
持・拡充しまi確認テストで基準点を満たせば、単位が認められま硯

httpぎ台半訊争砦問 iⅢ946日CPm′VSfp′

15"700円 (税込)
新聞代 (13,700円 26週分)、

テキスト代 (書篤2冊l、 テスト代を含みます。
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個証匪曰Dホットリンク内山社長

ロコミ情報分析
人間の感性で

ワ
進
出

ノ
が
６

＾
ン
に

」
ン
タ

ｏ
。
自

ノ
ー
は

ノ
で
工優
位

∪
年
の

（同
体

よ
り
、

こ
越
え

令
の
動

∝
が
予

に
中
で

Ｏ
Ｅ
Ａ

拠
点
で

を々
通

ツ
ン
」

区
割
が

日
本
の
自
動
車

一ラ
ヂ
エ
ー
タ
ー

・工
業
団
地
の
開

に
本
社
を
置
く
中
堅
企
業
、
エ

ビ
ス
の
中
国
現
地
法
人
だ
。

エ
ビ
ス
の
現
法
は
中
国
国
肉

で
独
自
開
発
し
た
ゴ
ム
を
使

っ

た
歯
間
ブ
ラ
シ
を
製
造
し
、
日

本
の
大
手
ス
ー
パ
ー
や
ド
ラ

ッ

グ
ス
ト
ア
に
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
ブ

ラ
ン
ド

（
Ｐ
Ｂ
）
商
品
と
し
て

卸
し
て
い
た
。
サ
ン
ス
タ
ー
側

は
中
国
で
の
特
許
を
侵
害
し
て

い
る
と
し
て
販
売
の
取
り
や
め

を
求
め
る
警
告
善
を
流
通
業
者

に
送
付
し
た
。

エ
ビ
ス
は

「
ゴ
ム
歯
間
ブ
ラ

シ
の
製
造
技
術
に
目
新
し
さ
は

な
く
、
日
本
で
は
特
許
は
認
め

ら
れ
な
か

っ
た
」
と
し
て
１２
年

９
月
、
知
識
産
権
局
に
特
許
の

無
効
を
請
求
。
同
局
も
審
査
の

結
果
、

「
（特
許
の
要
件
で
あ

る
）
創
造
性
が
認
め
ら
れ
な
い
」

と
判
断
し
た
。
企
業
は
不
服
が

あ
れ
ば
訴
訟
に
持
ち
込
む
こ
と

も
で
き
る
が
、
サ
ン
ス
タ
ー
は

「特
に
行
動
を
取
る
こ
と
は
考

え
て
な
い
」

（広
報
担
当
）
と

し
て
い
る
。

知
的
財
産
権
を
め
ぐ
る
訴
訟

が
年
間
８
０
０
０
件
規
模
に
急

増
し
て
い
る
中
国
。
行
政
も
司

法
も
共
産
党

の
指
導
下
に
あ

り
、
自
国
企
業
に
有
利
な
判
断

を
下
す
イ
メ
ー
ジ
が
強
い
が
、

日
本
貿
易
振
興
機
構

（ジ

ェ
ト

ロ
）
北
京
事
務
所
は

「
国
家
知

識
産
権
局
や
北
京
、
上
海
な
ど

期
待
さ
れ
て
い
る
。

カ
ン
ボ
ジ
ア
政
府
も
こ
の

機
運
を
と
ら
え
よ
う
と
、
進

出
す
る
企
業
向
け
に
投
資
優

遇
制
度
を
盛
ん
に
ア
ピ
ー
ル

し
て
い
る
。
カ
ン
ボ
ジ
ア
開

発
評
議
会

（Ｃ
Ｄ
Ｃ
）
が
ワ

ン
ス
ト

ッ
プ

サ
ー
ビ
ス
で

一
括
し
て
投

資
案
件
を
管

定
有
給
休
暇
、
法
定
労
働
時

間

（現
在
は
１
日
８
時
間
、

週
４８
時
間
）
の
定
め
が
あ
る
。

一雇
用
契
約
は
有
期
に
つ
い
て

は
最
長
２
年
。
そ
れ
以
上
は

無
期
契
約
と
な
る
。

解
雇
に
関
し
て
も
事
前
通

知
や
退
職
金
が
規
定
さ
れ
て

い
る
。
外
国
人
労
働
者
の
割

合
も
制
限
さ
れ
て
い
る
。
他

の
新
興
国
と
比
較
す
る
と
厳

し
い
印
象
で
あ
る
う
え
に
、

最
近
で
は
労
働
争
議
も
い
く

つ
か
発
生
し
て
い
る
。

税
制
で
特
徴
的
な
の
は
、

最
低
税
金
制
度
が
あ
る
こ
と

だ
。
売
上
高
に
対
し
て
１
％

が
課
税
さ
れ
、
年
間
の
所
得

に
対
す
る
税
金
で
あ
る
利
潤

税

（法
人
税
に
相
当
）
と
比

較
し
て
最
低
税
金
の
方
が
多

い
場
合
に
は
、
最
低
税
金
が

年
間
の
税
額
と
な
る
。
所
得

が
赤
字
の
場
合
で
も
課
税
さ

れ
る
。

も
う
１
つ
特
徴
的
な
の
は

給
与
税
お
よ
び
付
加
給
付
税

だ
。
一雇
用
主
に
源
泉
義
務
が

あ
り
、
毎
月
の
給
与
お
よ
び

付
加
給
付
の
支
払
時
点
で
源

泉
し
税
務
当
局
に
納
め
る
。

給
与
だ
け
で
は
な
く
、
住
宅

手
当
、
教
育
手
当
、
あ
る
い

は
社
用
車
の
貸
与
も
課
税
の

対
象
と
な
る
。

税
務
調
査
は
従
来
は
そ
れ

ほ
ど
厳
格

で
は
な
か

っ
た

が
、
厳
格
化
傾
向
に
あ
る
。

実
際
、
日
系
企
業
で
も
調
査

を
受
け
た
事
例
が
出
て
き
て

い
る
。
グ
ル
ー
プ
企
業
間
取

引
に
よ
り
利
益
を
税
金
の
低

い
国
に
移
す

「移
転
価
格
」

に
つ
い
て
も
制
度
自
体
は
ま

だ
な
い
が
、
移
転
価
格
の
概

念
自
体
は
税
務
当
局
も
持

っ

て
い
る
よ
う
で
あ
り
、
注
意

が
必
要
だ
。

理
。
要
件
を
満
た
し
た
プ

ロ

ジ

ェ
ク
ト
に
は
、
最
大
９
年

間
の
法
人
税
や
輸
出
関
税
の

免
税
と
い

っ
た
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
が
付
与
さ
れ
る
。

魅
力
的
な
半
面
、
注
意
す

べ
き
点
は
税
制
や
労
務
制
度

だ
。
特
に
労
務
制
度
は
想
像

以
上
に
厳
格
に
整
備
さ
れ
て

い
る
。

労
働
法
は
全
て
の
労
働
者

に
対
し
適
用
さ
れ
る
。
手
エ

業
労
働
者
の
最
低
賃
金
、
法

テ
ィ
ラ
ワ
エ
業
団
地
に
は
５０
社

以
上
が
関
心
を
示
す

（ヤ
ン
ゴ

ン
）

発
会
社
ミ
ャ
ン
マ
ー

。
ジ
ャ

パ
ン

・
テ
ィ
ラ
ワ

。
デ
ベ
ロ

ッ
プ
メ
ン
ト

（
Ｍ
Ｊ
Ｔ
Ｄ
）

と
覚
書
を
結
ん
だ
。
江
洋
は

テ
ィ
ラ
フ
に
約
３
診
の
土
地

を
確
保
、
約
５
億
円
を
投
じ

交
換
部
品
向
け
の
自
動
車
用

ラ
ジ
エ
ー
タ
ー
を
年
１２
万
台

生
産
、
全
量
を
輸
出
す
る
計

画
だ
。

同
社
は
中
国
や
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
に
も
製
造
拠
点
を
持

つ

が
人
件
費

の
高
騰

が
著
し

い
た
め
、
製
造
業
の
進
出
が

ま
だ
少
な
く

「安
価
で
優
秀

な
労
働
力
を
確
保
し
や
す
い

ミ

ャ
ン

マ
ー
進
出
を
決
め

た
」

（
江
尻
和
泉
会
長
）
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
の
人
件
費
は
中

国
の
６
分
の
１
程
度
と
さ
れ

る
。Ｍ

Ｊ
Ｔ
Ｄ
の
梁
井
崇
史
社

長
に
よ
る
と
現
在
１０
カ
国

。

地
域
の
５０
社
以
上
が
テ
ィ
ラ

フ
進
出
に
関
心
を
示
し
て
お

り
、

「
こ
の
内
３０
社
程
度
と

は
年
内
に
も
成
約
す
る
」
と

い
う
。
現
在
整
地
中
の
第

一

区
画
の
約
２
０
０
診
分
は
現

在
進
出
を
検
討
す
る
企
業
で

埋
ま
る
見
通
し
。
Ｍ
Ｊ
Ｔ
Ｄ

は
２
期
工
事
者
工
も
検
討
し

て
い
る
。

テ
ィ
ラ
フ
は
ヤ
ン
ゴ
ン
南

東
に
位
置
す
る
約
４
０
０
診

の
区
画
。
住
友
商
事
な
ど
日

本
の
３
商
社
と
ミ
ャ
ン
マ
ー

の
主
要
企
業
が
出
資
す
る
Ｍ

Ｊ
Ｔ
Ｄ
が
開
発
す
る
。
電
気

や
水
道
の
イ
ン
フ
ラ
が
整
備

さ
れ
て
い
る
こ
と
に
加
え
、

他
の
工
業
団
地
よ
り
２
割
程

度
安
い
賃
料
が
高
い
人
気
を

支
え
て
い
る
。

太
都
市
の
裁
判
所
は
人
材
の
質

も
高
く
、
日
本
企
業
が
中
国
企

業
を
訴
え
て
勝
つ
ケ
ー
ス
も
多

い
」

（知
的
財
産
権
部
）
と
指

摘
す
る
。

中
国
企
業
に
よ
る
権
利
侵
害

や
訴
訟
リ
ス
ク
を
避
け
る
た
め

に
知
的
財
産
権
を
中
国
で
出
願

す
る
日
本
企
業
は
増
え
続
け
て

い
る
。
だ
が

「
と
り
あ
え
ず
」

と
い
っ
た
軽
い
気
持
ち
で
申
請

す
る
と
、
あ
と
に
な

っ
て
無
効

を
宣
告
さ
れ
る
な
ど

「や
ぶ

へ

び
」
と
な
る
可
能
性
も
大
き
い
。

取
得
後
の
管
理
を
合
め
た
長
期

的
な
知
財
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
欠

か
せ
な
く
な

っ
て
き
た
。

（香
港
＝
粟
井
康
夫
）

中国で日本企業同士争う
税制・労務制度には注意

下多早7くしたo糊土湾 (ノジ旅各日)(り 娯い肩Etttよ開
業時点で年間3000万人。第 2期工事では
5000万人まで増強される計画で、カタール

の航空産業の成長が期待される。 (WWW.j
etro.goojp/bizneWS/538e75eed4e40)

w―.bushesswiretcom/
▼米通信大手のTモバイルUS、 イベント運
営会社 SFXエ ンターテインメン トとマエ
ケティング分野で提携拡大 (WWW.t mobil
e,com)

▼イン ドのアプ リ開発のゾーホー、会計管理

のソフ トウエアなどビジネス向けアプ リ開

発 で 米 マ イ ク ロ ソ フ トと 提 携 (WWW.ZOhO.
com)

▼イム電池大手のサフ ト、リチヴムイオン電池

の保証期間を15年間まで延長 (WWW.Saftb
atteries.com)

▼米申古車販売大手カーマックス、同社店舗

での試乗・販売数で日産自動車「アルティ

マ」んヾ首位とのリポー ト発表 (WWW.Carm
axocom)

▼鉱山用機械大手の米ジョイ・ グローバル、

カナダの掘削装置製造のマイニング・テク

ノロジーズ・ インターナショナルから硬岩

向け掘削機などに関するほぼすべての資産

を買い取る交渉を完了 (WWW.jOyglobaloco
m)

▼遺伝子解析器具大手の米アフィメ トリクス

とバイオディスカバリー、研究機関向けに

がんの遺伝子分析ソフ トウエアを共同開発

(WWW.affymetrix.com)

▼米バイオ企業キナメッド、 2型糖尿病治療
薬の研究をめぐる米製薬大手ファイザーと

の協定を延長したと発表 (WWW.kinemed.c
om)

▼米スターウッド・ ホテルズ・ アンド・ リゾ
ーツ・ ワール ドワイ ド、2016年 に同社ブラ

ンド「アロフ ト」「エレメント」のホテル

をボス トンにオープン (WWWoStarwoodhot
els.com)

■ ■ラオスは安価な人件費や豊富

な水力資源を生か した電力供

給、 5カ国と接し他国と連携し
やすいことなどにより、東南ア
ジア諸国連合 (気 SEAN)に
おける製造業の新たな進出先と

して注目が高まっています。

一方、人口が約 650万人と他のA
SEAN諸 国と比べ少ないことに加
え、農業や観光業をなりわいとして
いる人々が多く、工場勤務に向いた

人手の確保が難しいとも言われてい

ます。そのため、ラオス進出の日本

Ｅ

Ｌ ラオス、近隣国の人材活用
日本総合研究所 総合研究部門 研究員 花 井 衣 理 氏

企業の中にはラオスと地理的・ 文化

的な近接性を持つAsEAN近 隣諸
国の人材を積極的に活用する動きが

あります。、

自動車部品メーカーのA社は工場
立ち上げ時に工場勤務の経験を持つ
ベ トナム人出稼ぎ労働者を一時的に

雇用しました。ベ トナム人の賃金は

ラオス人よりも高くつきますが、短

期間で操業に必要な数の労働者を確

保し、また製造業での労働に不慣れ

なラオス人のみでの操業という不安
を払拭するためにも、ベ トナム人の

活用が不可欠と考えたためです。

タイに拠点を持つ精密機器部品メ
ーカーB社はラオスの新工場の採用
責任者にタイ人を抜てきしました。

タイ語とラオス語は似た言語で、通

訳を介さずに一定のコミュニケーシ

ョンが可能です。ラオス人は周辺国

の中で最も発展しているタイに憧れ

が強く信頼感を持つため、日本人よ

りもタイ人主導での採用が適切だと

考えたためです。

ただし、より継続的に事業展開す

るには、近隣諸国の人材に頼りすぎ

ず、ラオス人労働者の定着率を高め、

教育やノウハウ移転を進めて優秀な

人材を抜てきすることなどが必要な
ことは言うまでもありません。

ラオス、ベトナム、タイの就業人口構造
(国名のカッコ内は総就業人口)

100

%
80

60

40

20

0
ラオス ベトナム  タイ
(202万人)(5171万 人)(3895万人)

(注 )アジア開発銀行調ぺ。ベトナム、タイは2012年、
ラオスは2010年のデータ

―
ビ
ス
業

・そ
の
他

製
造
業

株
主
絡
会

今
年
の

▼
増
配
・１０
年
自
社
株
買
い
。

▼
招
集
通
知
や
投
票
結
果 山 堂口 hl田 ‐ H‐但 E塾 夏とい

(巻 頭 特 集 〉
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